
平成29年度
多⾯的機能⽀払の実施状況

平成30年1⽉26⽇

福島県農林⽔産部農村振興課

第8回福島県多⾯的機能⽀払第三者委員会
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資料 １

• 取組状況の推移

• 地目別取組状況

• 各支払の実施状況

• 各管内別の取組状況

• 取組面積規模別組織数及び合計取組面積

• 中山間地等直接支払との重複状況

• 活動組織の多様な主体の参画の傾向
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福島県農村振興課目次
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福島県農村振興課取組状況の推移

• 取組市町村数、取組組織数、取組面積

（1）農地維持支払
• 農地維持支払は、県内で1,392組織が、62,058haの農用地を

事業計画に位置付け、活動に取り組んでいる。

• 平成28年度と比較すると、組織数は1.02倍、取組面積も1.01
倍に増加

• 平成26・27年度の増加率に比べ、伸び率は鈍化してきてい
る。

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29
A B B/A

取組市町村数 47 46 47 47 45 40 40 52 53 53 53
取組組織数 594 650 663 673 644 569 594 908 1,287 1,366 1,392 1.02

うち広域活動組織 3 3 3 3 3 3 3 6 7 8 8 1
取組面積(ha) 33,969 36,757 37,408 37,856 35,561 32,614 33,910 45,202 57,884 61,172 62,058 1.01
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福島県農村振興課取組状況の推移

• 取組市町村数、取組組織数、取組面積

（農地維持支払）
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福島県農村振興課取組状況の推移

• 取組市町村数、取組組織数、取組面積

（2）資源向上支払（共同活動）
• 資源向上支払（共同活動）は、県内で1,008組織が、

51,191haの農用地を事業計画に位置付け、活動に取り組ん
でいる。

• 平成28年度と比較すると、農地維持支払と同様、組織数は
1.01倍、取組面積は1.01倍に増加

• 平成26・27年度の増加率に比べ、伸び率は鈍化してきてい
る。

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29
A B B/A

取組市町村数 47 46 47 47 45 40 40 45 47 47 47
取組組織数 594 650 663 673 644 569 594 734 928 994 1,008 1.01

うち広域活動組織 3 3 3 3 3 3 3 5 6 7 7 1
取組面積(ha) 33,969 36,757 37,408 37,856 35,561 32,614 33,910 39,554 47,735 50,723 51,191 1.01
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福島県農村振興課取組状況の推移

• 取組市町村数、取組組織数、取組面積

（資源向上支払（共同活動））
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福島県農村振興課取組状況の推移

• 取組市町村数、取組組織数、取組面積

（3）資源向上支払（長寿命化）
• 資源向上支払（長寿命化）は、県内で185組織が、10,991ha

の農用地を事業計画に位置付け、活動に取り組んでいる。

• 平成28年度と比較すると、組織数は1.73倍、取組面積は1.91
倍に増加

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29
A B B/A

取組市町村数 11 11 14 14 14 21 26
取組組織数 31 31 53 45 44 107 185 1.73

うち広域活動組織 1 1 1 1 0 0 0
取組面積(ha) 1,360 1,350 2,297 2,014 1,949 5,743 10,991 1.91
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福島県農村振興課取組状況の推移

• 対象施設数（平成29年度）

• 農地維持支払による保全管理の対象として位置づけられて
いる施設は、水路約15,500km、農道約10,300km、ため池
約1,860箇所となっている。

• 資源向上支払（長寿命化）では、水路291km、農道156km、
ため池56箇所を対象として補修又は更新の計画となって
いる。

農地維持支払 資源向上支払
（長寿命化）

水 路(km) 15,510 291

農 道(km) 10,273 156

ため池(箇所) 1,863 56

対象施設数（平成29年度）

農地維持支払 資源向上支払
（長寿命化）

水 路(km) 14,686 132

農 道(km) 9,798 80

ため池(箇所) 1,778 38

対象施設数（平成28年度）
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福島県農村振興課地目別（田、畑、草地）取組状況
• 農地維持支払の地目別取組面積の内訳は、田83.7%、畑

16.0%、草地0.3%となっている。

• 対象農用地に対する取組面積の比率（以下カバー率）は、田
が54.6%、畑26.6%、草地1.8%となっている。
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福島県農村振興課地目別（田、畑、草地）取組状況
• 資源向上支払（共同活動）の地目別取組面積の内訳は、田

83.9%、畑15.8%、草地0.2%となっている。

• 対象農用地面積に対する取組面積の割合（以下カバー率）
は、田45.2%、畑21.7%、草地1.1%となっている。
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福島県農村振興課各支払の実施状況

• 各活動組織の農地維持支払、資源向上支払（共同活動）、
資源向上支払（長寿命化）の活動の組み合わせ別に組織数、
取組面積を見ると、農地維持支払と資源向上支払（共同活
動）を実施している組織が多く、取組面積も大きい。
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福島県農村振興課各支払いの実施状況
• 平成26年度と比較すると、農地維持支払と資源向上支払（共同活

動）に取り組む組織の割合が低下し、農地維持支払のみに取り組
む組織数の割合が増加している。

• また、農地維持支払、資源向上支払（共同活動）及び資源向上支
払（長寿命化）を併せて取り組む組織数の割合も増加している。
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福島県農村振興課各管内別の取組状況（農地維持）
• 各管内別の取組状況では、取組組織数は、会津が407組織で最も

多く、次いで県中の370組織となっている。

• 取組面積は、会津が19,591haで最も大きく、次いで県中の
17,007haとなっている。

• カバー率は、会津が65.8%で最も高く、次いで県南の48.5%となっ
ている。
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福島県農村振興課市町村別の取組状況（農地維持）
• 市町村別のカバー率

平成26年度 平成29年度

カバー率
□ 0%
■ 0～25%
■ 25～50%
■ 50～75%
■ 75～100%

県内平均 43%県内平均 31%
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福島県農村振興課全国の取組状況（農地維持）
• （参考：全国）農地維持支払のカバー率

農地維持支払の都道府県別カバー率(平成26年度と平成28年度の比較)
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福島県農村振興課各管内別の取組状況（共同活動）
• 各管内別の取組状況では、取組組織数は、会津が324組織

で最も多く、次いで県中の245組織となっている。

• 取組面積は、会津が16,447haで最も大きく、次いで県中の
13,432haとなっている。

• カバー率は、会津が55.3%で最も高く、次いで南会津の40.4%
となっている。

取組 対象
組織数 農用地 取組面積 カバー率

面積
（ha） （ha）

県北 122 25,366 5,059 19.9%
県中 245 38,484 13,432 34.9%
県南 128 16,320 6,086 37.3%
会津 324 29,758 16,447 55.3%

南会津 45 3,871 1,565 40.4%
相双 98 21,456 6,207 28.9%
いわき 46 7,680 2,395 31.2%
計 1,008 142,935 51,191 35.8%
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福島県農村振興課市町村別の取組状況（共同活動）
• 市町村別のカバー率

カバー率
□ 0%
■ 0～25%
■ 25～50%
■ 50～75%
■ 75～100%

平成26年度 平成29年度

県内平均 36%県内平均 27%
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福島県農村振興課全国の取組状況（共同活動）
• （参考：全国）資源向上支払（共同活動）のカバー率

資源向上支払（共同活動）の都道府県別カバー率(平成26年度と平成28年度の比較)
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福島県農村振興課取組面積規模別組織数、取組面積
• 農地維持支払の取組面積規模別の組織数は、20～50haの

組織が最も多く、取組面積別の合計取組面積は、50～100ha
の組織が最も大きい。

• 全取組組織数に占める割合は、平成27年度以降は、各区分
で多少の増減はあるものの横ばいとなっている。
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福島県農村振興課中山間地域等直接支払との重複
• 多面的機能支払と併せて中山間地域等直接支払に取り組

む組織は、平成26年度の195組織（21.5%）から平成29年度
には423組織（30.4%）へ増加。
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福島県農村振興課市町村別の取組状況（多面＋中山間）

• 市町村別のカバー率
カバー率
□ 0%
■ 0～25%
■ 25～50%
■ 50～75%
■ 75～100%

平成28年度
多面のみ

平成28年度
多面＋中山間

県内平均 47%県内平均 42%

22

福島県農村振興課活動組織の多様な主体の参画
• 平成29年度に農地維持支払に取り組む組織に参画している

各種団体は、平成26年度と同様の傾向にあり、自治会が最
多、次いで子供会、女性会の順に多い。


